
 学校法人 和洋学園では、次世代育成支援対策推進法および女性活躍推進法に則り、以下の行動

計画を策定し、実施に努めております。  

 

学校法人 和洋学園 一般事業主行動計画（次世代育成支援対策推進法）  

 

 全ての職員がその能力を発揮し、仕事と生活の調和を図り働きやすい雇用環境の整備を行うた

め、次のように行動計画を策定する。  

 

１ 計画期間 ２０２５（令和７）年４月１日から２０３０（令和１２）年３月３１日までの５年間 

 

２ 内容 

  目標１ 子育て支援策の充実として導入された子の看護等休暇の取得対象の拡大、所定外労

働の免除、時間外労働の制限等の対象者の範囲の拡大を規程上整備したうえ、制度

の変更を周知し、対象者が利用しやすい環境を整える。  

【方策と実施時期】 

    ２０２５年 ４月     関係規程を整備・改正する。 

    ２０２５年 ５月～    規程の改正内容および制度の適用対象の拡大を事業所内に

周知し、制度を利用しやすい環境を整える。  

 

目標２ 所定外労働を、２０２４（令和６）年度実績から３ ％以上削減する。 

   【方策と実施時期】 

    ２０２５年 ４月～    衛生委員会に毎月の所定外労働の実績を報告し、情報共有 

するとともに原因の分析等を行う。 

    ２０２５年１０月～    削減のための方策を検討・実施する。 

    ２０２６年 ４月～    方策の効果を検証・分析する。 

    ２０２６年 ５月～    対応方策を改善・実施する。 

 

  目標３ 有給休暇の取得率を全員５０％以上にする。 

   【方策と実施時期】 

    ２０２５年 ４月～    全職員の前年度の有給休暇取得率（付与日数基準）を 

確認する。 

    ２０２５年 ６月～    前年度取得率５０％未達成者の原因・事由等を分析する。 

    ２０２５年 ８月～    取得率向上のための呼びかけを事業所内に周知する。 

    ２０２６年 ４月～    取得率の確認・分析・対応方策を検討する。 

 



学校法人 和洋学園 一般事業主行動計画（女性活躍推進法） 

 

 全ての教職員が、その能力を充分に発揮できるような雇用環境を整備するとともに職場と家庭

を両方しうる職場風土を構築し、女性も管理職として活躍しやすいよう勤務環境を整備するため、

次のように行動計画を策定する。  

 

１ 計画期間 ２０２１（令和３）年４月１日から２０２６（令和８）年３月３１日までの５年間 

 

２ 目標と取組内容・実施時期 

 

  目標１ 女性の職業生活に関する機会の提供のため、キャリアアップを目的とした研修を実

施し、対象者の受講率を男女ともに７０％以上にする。 

【取組内容と実施時期】 

    ２０２１（令和３）年４月～ キャリアアップのための研修カリキュラムの作成。 

    ２０２１（令和３）年９月～ 一般職員を対象に研修の実施。 

     

 

目標２ 職業生活と家庭生活の両立に資する環境を整備するため、時間外勤務時間を２０２

０（令和２）年度実績から５％以上削減する。 

   【取組内容と実施時期】 

    ２０２１（令和３）年４月～ 衛生委員会に毎月の時間外勤務時間の実績を報告し、情

報共有するとともに原因の分析を行い、削減のための対

策を検討・実施する。 

    ２０２２（令和４）年４月～ 方策の効果を検証・実施する。 

    ２０２２（令和４）年５月～ 対応方策を改善・分析する・ 

 



〇男性の育児休業等の取得割合（2024年度） 

 

 

 育児休業等をした男性労働者の数 

                 ＝ 33.3％ 

 配偶者が出産した男性労働者の数 



◎女性の活躍に関する情報公表 

 

 

〇管理職に占める女性の割合（本務職員）（2023 年 5 月現在） 

 

    
管理職 

（課長以上） 
一般職 

（課長補佐、主任含む） 

    人数 割合 人数 割合 

事務職 

男性 10 50.0% 10 25.6% 

女性 10 50.0% 29 74.4% 

 

 

〇時間外勤務対象職員の月あたり時間外勤務時間の年間平均（2022 年度） 

 

月平均時間 

4.95  

 

 

〇男女の賃金の格差（2022 年度） 

 

区分 男女の賃金の差異 

正規雇用 87.6% 

非正規雇用 106.1% 

合計（全労働者） 87.7% 

 

※男性の賃金に対する女性の賃金の割合 

 


